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6 ☞　担当部課長で協議のうえ、評価してください。

□ 拡充 ■ 現行どおり □ 縮小 □ 休止・廃止
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9 最終評価（行政改革推進本部）　Ⓒ

□ ■ □ □

10

整理番号 016☞　位置付けられている計画等または該当する根拠法令及び市条例等が複数ある場合，代表的なものを１～２個記入してください。

対象

目的

決まっている終期

　事務事業の概要

位置付けられ
ている計画等

☞　予算事業全体について記入して下さい。

民間保育所支援事業費 補助区分 国補 県補 一般会計年度まで）

常総市まち・ひと・しごと創生総合戦略 その他の計画 名称 市の条令・要綱・規則等

担当課評価　Ⓒ ☞　実施したことによる成果や課題を記入してください。

市単 決まっていない

　事務事業の実績　Ⓓ

目標値

　事務事業の基本情報

事務事業名

内容・手段

担当部 担当係担当課 こども課保健福祉部

常総市子ども・子育て支援事業計画
常総市復興計画 市民等からの要望
じょうそう未来創生プラン前期基本計画 市長マニフェスト「常総創生への道しるべ」

目標は設定していない
成
果

補助事業として，実績報告のとおり補助金等で交付する。

款

3 2

項 目

2

事業

2

予算

多岐にわたる補助事業を行うなか，支給対象も異なるため指標を設定するには適当ではないと思われるため。

会計名

保育係

民間保育所管理費補助金交付要項

民間保育所障害児保育事業補助金交付要項

国の定める法律
国・県からの通達等

根拠法令及び
市条例等

実施計画調書 新規 拡充 縮小年度年度 事務事業評価（令和元度実施事業事後評価）シート ／ 令和３ 休止・廃止

特定財源 15,561 千円

歳出 計

指標名

事
業
内
容

計 30,124 千円

目標値

14,563一般財源 千円

単位

歳入

千円

特定財源 15,561

計 30,124 千円

千円

一般財源 14,560

特定財源 25,752 千円

歳入千円 一般財源 14,563

計 40,312 千円 計 30,124

計 40,312

千円

歳出

　実施計画　Ⓟ

単位目標値

目標
年次

年度

事
業
内
容

成果
指標

指標名

予
算
額

指標名

歳入

指標名

①民間保育所等管理費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　9施設
・市内民間保育施設　利用定員×@1,030円×12か月
②障がい児保育事業費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　1施設
・重度障がい児1人あたり@64,400円×12か月
・市内民間保育施設に該当者がいた場合の補助
③延長保育事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　4施設
・市内民間保育施設　延長保育を実施した場合にかかる人件費補助
④民間保育所乳児等保育事業費補助金(県補助）　　　　　　　　12施設
・民間保育所等で1歳児に係る保育士等の補助
・市内在籍1歳児延数×@3,900円
⑤保育体制強化事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　1施設
・市内民間保育施設における保育に係る周辺業務を行う者（用務員等）
の配置の支援(人件費の補助）
・1施設1人あたり@100,000円×12か月
⑥保育補助者雇上強化事業(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　 1施設
・市内民間保育施設における保育士補助者の雇上げに必要な費用の補助

・1人にあたり補助限度額2,258,000円

①民間保育所等管理費補助金（市単独補助）　　　　　9施設
・市内民間保育施設　利用定員×@1,030円×12か月
②障がい児保育事業費補助金（市単独補助）　　　　　1施設
・重度障がい児1人あたり@64,400円×12か月
・市内民間保育施設に該当者がいた場合の補助
③延長保育事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　4施設
・市内民間保育施設　延長保育を実施した場合にかかる人件費補助
④民間保育所乳児等保育事業費補助金(県補助）　12施設
・民間保育所等で1歳児に係る保育士等の補助
・市内在籍1歳児延数×@3,900円
⑤保育補助者雇上強化事業(国・県補助）　　　　　　　 1施設
・市内民間保育施設における保育士補助者の雇上げに必要な費用の補助

・1人にあたり補助限度額2,258,000円

①民間保育所等管理費補助金　　　　　　　　　　　　　　9施設
（市単独補助）
・市内民間保育施設　利用定員×@1,030円×12か月
②延長保育事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　4施設
(国・県補助）
・市内民間保育施設　延長保育を実施した場合にかかる人件費補助
③民間保育所乳児等保育事業費補助金　　　　　　　12施設
(県補助）
・民間保育所等で1歳児に係る保育士等の補助
・市内在籍1歳児延数×@3,900円
④保育補助者雇上強化事業　　　　　　　　　　　　　　　 1施設
(国・県補助）
・市内民間保育施設における保育士補助者の雇上げに必要な費用の補助

・1人にあたり補助限度額2,258,000円

今年度（令和元年度）前年度（平成30年度）

２年間の主な事業内容（実績）

令和４年度

単位

令和元年度 59567

円

令和２

①民間保育所等管理費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9施設
・市内民間保育施設　利用定員×@1,030円×12か月
②障がい児保育事業費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1施設
・重度障がい児1人あたり@64,400円×12か月
・市内民間保育施設に該当者がいた場合の補助
③延長保育事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4施設
・市内民間保育施設　延長保育を実施した場合にかかる人件費補助
④民間保育所乳児等保育事業費補助金(県補助）　　　　　　　　　　　　　　　12施設
・民間保育所等で1歳児に係る保育士等の補助
・市内在籍1歳児延数×@3,900円
⑤保育体制強化事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1施設
・市内民間保育施設における保育に係る周辺業務を行う者（用務員等）の配置の支
援(人件費の補助）
・1施設1人あたり@100,000円×12か月
⑥保育補助者雇上強化事業(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1施設
・市内民間保育施設における保育士補助者の雇上げに必要な費用の補助
・1人にあたり補助限度額2,258,000円
⑦保育環境改善等事業（国補助/R1年度繰越）　　　　　　　　　　　　　　　　21施設
・安全対策事業のうち新型コロナウイルス感染症対策として行う事業
・1施設限度額500,000円（認可外保育施設含む）

民間保育園（４園）・認定こども園（４園）１号を除く児童・家庭的保育施
設（１施設）利用児童及び保護者

民間保育施設の保育士の業務負担の軽減となり，離職防止及び保育
の質の向上に繋がる。

　事務事業の主たる成果指標 ☞　数値目標の設定が困難な場合は，文言目標でも結構です。なお，設定が困難な事業は空欄とし，設定できない理由を分かりやすく・具体的に記入してください。

評
価
理
由

民間施設の運営の安定化並びに保育サービスの確保のためには継続す
べきである。ただし，市単独補助については，保育士の確保など現状に即
した事業に見直しをしていただきたい。

①民間保育所等管理費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　　9施設
・市内民間保育施設　利用定員×@1,030円×12か月
②障がい児保育事業費補助金（市単独補助）　　　　　　　　　　　　　1施設
・重度障がい児1人あたり@64,400円×12か月
・市内民間保育施設に該当者がいた場合の補助
③延長保育事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　　　4施設
・市内民間保育施設　延長保育を実施した場合にかかる人件費補助
④民間保育所乳児等保育事業費補助金(県補助）　　　　　　　　　　12施設
・民間保育所等で1歳児に係る保育士等の補助
・市内在籍1歳児延数×@3,900円
⑤保育体制強化事業費補助金(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　1施設
・市内民間保育施設における保育に係る周辺業務を行う者（用務員等）の配置の支
援(人件費の補助）
・1施設1人あたり@100,000円×12か月
⑥保育補助者雇上強化事業(国・県補助）　　　　　　　　　　　　　　　　 1施設
・市内民間保育施設における保育士補助者の雇上げに必要な費用の補助
・1人にあたり補助限度額2,258,000円

事務事業の方向性
拡充 現行どおり 縮小

☞　実施計画のみ作成する場合も記入してください。事務事業の改善点と理由　Ⓐ　

現状維持

年度

千円 歳出

休止・廃止

千円30,124

単位
指標及び目標値設定の考え方

（または設定できない理由）

成
果
内
容
分
析

国の子育て安心プランなどにより，保育の受け皿の拡大や保育人材確保
など，多岐にわたる補助事業が展開されているが，市としてできる限られ
た事業で成果をあげることは難しい。

課
題

民間保育所等へ補助金等交付するにあたり，実績報告書の書類の作成など施
設の事務負担量がと交付金額のバランスがとれていないものも一部あるように思
われる。また，補助事業として，人件費に対する補助が多い中，保育士やその他
の職員の確保が難しく，事業として補助が受けられないケースも出ている。事業
内容が毎年変わるため，国県補助で実施している事業が，いつまで続くのかがわ
からない状態であるため，今後は，常総市としての特色が何かを検証し，市単独
事業の見直しをする時期に来ている。

円

担当部長評価のとおりでよい。
他の子育て支援事業とともに総合的に展開することで，定住が促進され，活力ある市の実現
につながるものと考える。今後，常総市独自の取り組みが展開されることにも期待したい。

事務事業の方向性

評
価
理
由

大半の事業が国と県の補助金に基づく事業となっている。補助金の負担割合に
変更がないこと，また，民間施設の運営の安定化並びに保育サービスの確保を
維持する必要があるため，現行どおりとした。ただし，今後，市単独事業について
は，事業見直しを予定している。

行政改革懇談会（市民）の意見

担当部長評価　Ⓒ

令和２年度 令和３年度

目標値

特定財源

一般財源

目標に対する実績値

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

特定財源

円

3,549,000

14,483,252 円

4,285,300

10,197,952

15,577,668

258（住民一人あたりの行政コスト）

目標に対する実績値

243

円

円

☞　今後3年間について，何を・どの程度実施していくか具体的に記入してください。なお，予算額の『歳出の計』と『歳入の計』は一致させてください。

特定財源

円 一般財源

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

目標に対する実績値

一般財源

14,423,491

決算額
内
訳

10,874,491

240

円

円

平成29年度 60461

平成30年度 59995

4,498,350 円

円

円

11,079,318


